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気候変動対策、どこまで進んでる？

初の評価を実施した「COP28」の結果
•COP28最大の成果は、1.5℃目標の実現に向かうための、エネルギーに関する合意ができたことです。具
体的には、化石燃料から「脱却」していき、2030年までに再生可能エネルギー容量を3倍にし、かつ省エ
ネ改善率を2倍にすることです。

•第1回グローバル・ストックテイクの成果文書が出されました。各国は、この成果文書を参照して、
2025年までに、次期目標（2035年目標）を立てることになります。

•1.5℃目標実現の道を選ぶために残された時間はほとんどありません。日本に課された宿題は、今回の合
意を踏まえて、世界での1.5℃目標の実現を可能にするような2035年目標を策定し、その達成に向けて気
候変動対策をさらに加速させることです。そのためには、社会の変革が不可欠です。



初の評価を実施した「COP28」の結果

2023年11月30日から12月13日まで、世界の国々が気
候変動の問題を話し合う「COP28」がUAEのドバイ
で開催されました。

「COP28」は、温室効果ガス（GHG）の排出削減

目標や気候変動への対策について議論される「国連
気候変動枠組条約締約国会議」の28回目の会議です。
締約国198カ国などが参加しました。

この会議で大きな焦点となったのは、パリ協定で掲
げられた目標達成に向けて、世界全体の進捗状況を
評価する「グローバル・ストックテイク」が初めて
実施されたことです。これを含め、COP28ではどの

ような成果があったのか、また日本がどのような交
渉や発信をおこなったのかご紹介します。



GSTはパリ協定の目標達成状況について世界全体の進捗を評価するとともに、
各国の行うべき行動に示唆を与えます。

各国は５年ごとにおこなわれるGSTの結果を踏まえ、自国の温室効果ガスの
排出削減目標（NDC）を更新します。



 

パリ協定におけるグローバル・ストックテイクの位置づけ



 



京都議定書 パリ協定

採択と発効
の時期

1997年採択
（COP3）
2005年発効

2015年採択
（COP21）
2016年発効

対象期間
2020年まで
の枠組み

2020年以降
の将来の枠
組み

対象国 先進国のみ
すべての締
結国

義務 目標の達成
目標の策
定・提出

京都議定書では先進国（日本、米国、欧州連合〈EU〉、カナダなど）だけに温室効果ガスの削減目標が示されていましたが、
パリ協定では先進国・途上国関係なくすべての締約国が対象となっている点が大きな違いといえるでしょう。
また京都議定書では「目標の達成」が義務とされていたのに対し、パリ協定では「温室効果ガス削減・抑制目標の策定・提出」
が求められており、目標達成が義務とされていないことが特徴です。
パリ協定の特徴を、あらためて簡単にまとめると次のとおりです。



2015年12月のCOP21に先立ち、2020年以降の削減目標の貢献案（INDC：intended 
nationally determined contribution、パリ協定後はNDCとなるもの）を作成するこ
とが各国に要請されていたことから、日本はほかの多くの国と同様に、2015年
7月に「日本の約束草案」を決定し、「2030年度に2013年度比マイナス26.0％
（2005年度比マイナス25.4％）の水準（約10億4200万t-CO2）にすること」とい
う内容でINDCとして国連に提出しました。

その後、2020年3月の地球温暖化対策推進本部で「我が国は、2030年度に2013
年度比マイナス26％（2005年度比マイナス25.4％）の水準にする削減目標を確
実に達成することを目指す。また、我が国は、この水準にとどまることなく、
中期・長期の両面で温室効果ガスの更なる削減努力を追求していく」という内
容でNDCを決定しました。

2021年にはさらに野心的な目標を定め、2021年4月に「2050年ネットゼロ宣言、
2030年度マイナス46％（2013年度比）」を表明し国連に提出しました。なお、
ネットゼロとは、温室効果ガスの排出量から吸収量を引いた数字をゼロにする
ことで、カーボンニュートラルともいいます。



日本以外の主要国が表明している目標は以下のとおりです（参照：日本の排出
削減目標｜外務省）。

● 米国「2030年マイナス50～52％（2005年比）、2050年ネットゼロ」

● 英国「2030年マイナス68％以上（1990年比）、2050年ネットゼロ」

● フランス・ドイツ・イタリア・EU「2030年マイナス55％以上（1990年比）、
2050年ネットゼロ」

● 韓国「2030年マイナス40％（2018年比）、2050年ネットゼロ」

● 中国「二酸化炭素（CO2）排出量のピークを2030年より前にすることを目指
し、2030年のGDP当たりCO2排出量をマイナス65%以上にする（2005年比）、
CO2排出を2060年までにネットゼロ」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page1w_000121.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page1w_000121.html


 

COP28 で初めておこなわれたグローバル・ストックテイクでは、その成果として、決定文

書が採択されました。決定では、 

 パリ協定の目標達成にあたり、「世界の気温上昇を 1.5 度に抑える」という目標まで隔た

りがある（オントラックではない）こと 

 1.5 度目標に向けて行動と支援が必要であることが強調されました。また、GHG 排出削減

を指す「緩和」に関しては、対策強化に向けて、次の内容が盛り込まれました。 

 

まず、1.5 度目標を達成するために、2025 年までに GHG 排出をピークアウトさせ、2030 年

までに 43％、2035 年までに 60％を排出削減する必要性が認識されました。また、パリ協

定と各国の異なる状況、道筋、アプローチを認識したうえで、世界全体の取り組みを推し

進めることを呼びかける、とされています。 

 



1.5℃目標は死んでいる

低炭素化、脱炭素化に向けたエネルギー転換の動きは間違いないだろう。し
かし1.5℃、2050年カーボンニュートラルからバックキャストするアプローチ
は非現実的な化石燃料不要論等に直結する。グラスゴー気候合意で1.5℃をデ
ファクトスタンダードとしたことはCOPの議論を現実から遊離させた元凶で
あったと考える。しかし現実はCOPの決定文書に縛られない。グラスゴー気候
合意では1.5℃目標のためには2030年までに2010年比▲45％が必要と明記さ
れたが、2021年、2022年、2023年と3年連続で世界の排出量は最高値を更新
し続けている。
筆者は、1.5℃目標は実質的に「死んでいる」と考える。IPCC第6次評価報告

書で1.5℃目標達成のために必要とされる2030年▲43％（CO2では▲45％）、
2035年▲60％（CO2では▲65％）を実現するためには、2023年から30年まで
年率9％、2030年から35年まで年率7.6％で毎年削減しなければならない。世
界中がコロナに席巻された2020年ですら対前年比▲5.5％でしかなかったこと
を考えればおよそ実現可能な数値とは思われない。
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